
事業所が仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に取り組む理由

「ワーク・ライフ・バランス」推進に取り組む必要があると考える事業所に、その理由を尋ねたところ、

「従業員の満足度、仕事への意欲が高まることなどにより、生産性が向上する」という回答が7割以上に

上りました。また、「多様で有能な人材の確保や定着が可能となる」という回答が前回調査より7.4ポイン

ト増加しています。

図表 ２－１２ 事業所が仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に取り組む理由（福岡県）
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備考：福岡県「雇用均等・仕事と家庭の両立実態調査」（平成25年度）

事業所における仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に必要な取り組み

事業所における仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に必要な取り組みを事業所に尋ねたと

ころ、「仕事の進め方や内容の見直し」の 62.7％が最も高く、次いで「職場風土の改革」41.4％が続きま

す。これに「複数の仕事をこなせる人材の育成」が 40.3％、「仕事や人の合理的な配分が可能な柔軟な組

織づくり」が37.7％、「労働時間の見直し」が34.1％と、事業所における組織としての対応が必要とされ

ています。

図表 ２－１３ 事業所における仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）に必要な取り組み（福岡県）
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第１部　福岡県における男女共同参画の現状


